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横 情 審 答 申 第 4 8 2号 

平 成 1 9年 ２ 月 1 3日 

 

 

 横浜市教育委員会 様  

 

                  横浜市情報公開・個人情報保護審査会 

                     会 長   三 辺 夏 雄 

 

 

 

横浜市の保有する情報の公開に関する条例第19条第１項の規定に基づ

く諮問について（答申） 

 

 

平成18年５月11日教小中第31456号による次の諮問について、別紙のとおり答申し

ます。 

 

「平成17年６月23日に開かれた臨時教育委員会会議において、近藤昭一

児童生徒指導担当課長が説明した請願（２件）について、その取り扱い方

を総務課と協議したさいの記録（学校教育部小中学校教育課保有分）」の

非開示決定に対する審査請求についての諮問 

 



別 紙 

答     申 

１ 審査会の結論 

横浜市教育委員会教育長が、「平成17年６月23日に開かれた臨時教育委員会会議に

おいて、近藤昭一児童生徒指導担当課長が説明した請願（２件）について、その取り

扱い方を総務課と協議したさいの記録（学校教育部小中学校教育課保有分）」を非開

示とした決定は、妥当である。 

２ 審査請求の趣旨 

本件審査請求の趣旨は、「平成17年６月23日に開かれた臨時教育委員会会議におい

て、近藤昭一児童生徒指導担当課長が説明した請願（２件）について、その取り扱い

方を総務課と協議したさいの記録（学校教育部小中学校教育課保有分）」（以下「本

件申立文書」という。）の開示請求（以下「本件請求」という。）に対し、横浜市教

育委員会教育長（以下「教育長」という。）が平成17年10月６日付で行った非開示決

定（以下「本件処分」という。）の取消しを求めるというものである。 

３ 横浜市教育委員会の非開示理由説明要旨 

横浜市教育委員会（以下「実施機関」という。）から提出された非開示理由説明書

によると、本件申立文書については、横浜市の保有する情報の公開に関する条例（平

成12年２月横浜市条例第１号。以下「条例」という。）第２条第２項に規定する行政

文書が存在しないため非開示としたものであって、その理由は、次のとおり要約され

る。 

横浜市教育委員会請願書陳情書等取扱規則（昭和27年１月横浜市教育委員会規則第

１号。平成18年３月横浜市教育委員会規則第９号による改正前のもの）第２条では、

「請願書等の処理に関する事務手続は、総務課において所管する。」と規定されてい

るため、教育委員会事務局総務部総務課（以下「総務課」という。）が請願書等の事

務手続を行っている。総務課は、請願の内容を所管する課へ請願書を受理したこと、

教育委員会会議への出席を求めることなどの連絡を行っている。連絡を受けた所管課

は請願の内容について取扱いを検討し、教育委員会会議において説明を行うこととな

っている。 

本件請求に係る２件の請願（以下「本件請願」という。）を所管する教育委員会事

務局学校教育部小中学校教育課（以下「小中学校教育課」という。）は、平成17年６
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月23日の教育委員会臨時会で小中学校教育課児童・生徒指導担当課長（以下「児童・

生徒指導担当課長」という。）が説明を行うようにとの連絡を総務課から口頭にて受

けた。請願の取扱いについては、所管課で判断することであり、小中学校教育課は総

務課とは協議を行っていない。このため、本件申立文書は作成し、又は取得しておら

ず、保有していないため、条例第10条第２項に基づき、非開示とした。 

４ 審査請求人の本件処分に対する意見 

審査請求人（以下「請求人」という。）が、審査請求書において主張している本件

処分に対する意見は、次のように要約される。 

(1)  本件処分の取消しを求める。 

(2) 本件申立文書の開示を求める。 

(3)  本件申立文書を作成し、開示することを求める。（(2)の予備的趣旨） 

(4) 本件申立文書は、次の理由により、存在しているはずであると考える。 

ア 市民の請願権に直接的に関係する重要な意思決定に係る行政文書が不存在であ

ることは、行政事務の一般的あり方からして極めて不自然であり、したがって本

件申立文書は存在することが強く推認される。 

イ 横浜市教育委員会行政文書管理規則（平成12年３月横浜市教育委員会規則第８

号）第６条第１項の「事案処理についての最終的な意思の決定は、行政文書によ

って行うものとする」という規定が日常的に遵守されていないとは到底考えられ

ず、したがって本件申立文書は当然に存在しているはずである。 

ウ 条例には市民の知る権利と行政の説明責務がうたわれている。この趣旨に照ら

しても、本件申立文書が作成されていないとは到底考えられない。 

(5) 本件処分は、次の理由により、違法ないし不当な処分である。 

ア 本件処分には非開示とする根拠規定の正しい明示的記載がない。 

イ 本件処分には根拠規定適用理由付記義務懈怠の瑕疵がある。 

５ 請求人のその他の意見及び実施機関の追加の非開示理由説明要旨 

実施機関は、平成17年12月３日に請求人が提出した「審査請求に係る理由補充書」

における請求人の意見に対し、平成18年12月12日に「非開示理由説明書（追加）」を

当審査会に提出した。 

請求人から提出された「審査請求に係る理由補充書」及び実施機関から提出された

「非開示理由説明書（追加）」の内容は、次のように要約される。  
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(1)  「審査請求に係る理由補充書」における請求人の意見 

ア 本件処分は、権限のないものによって違法になされたものであり、この瑕疵は

明白にして重大なので、本件処分は無効になるといえる。また、本件処分が無効

になるとまではいえない場合であっても、同瑕疵の存在は、本件処分の取消理由

となる。 

イ 条例第２条に掲げられている「実施機関」は「教育委員会」であって、「教育

委員会教育長」でないことは明白である。条例には、実施機関・教育委員会の行

政文書開示等決定権限を「教育委員会教育長」に委任するとする明文規定は、設

けられていない。条例第36条の規定における「委任」の受任者は「市長」であっ

て、実施機関ではない。市長は、実施機関・教育委員会の行政文書開示等決定権

限を「教育委員会教育長」に委任するとする規則を設けていない。したがって、

条例及び市長において定められていない「教育委員会教育長」が実施機関・教育

委員会の行政文書の開示等決定権者となることは、たとえ教育委員会規則を制定

したとしても、とうていできず、よって審査請求に係る本件処分は、本来の開示

等決定権者ではない者の名義によりなされたものであり、この決定手続上の瑕疵

は明白にして重大なので、すべて無効である。 

ウ 教育長に委任する事務等に関する規則（昭和29年２月横浜市教育委員会規則第１

号。平成18年４月横浜市教育委員会規則第19号による改正前のもの。以下「委任規

則」という。）には、条例上の開示等決定権限を教育長へ委任するという明文規定

は存在しない。したがって、この規則を根拠として、条例上の開示等決定権限が教

育長へ委任されているとはとうてい認められない。委任規則第２条（教育長に委任

する事務）の第１号から第14号に限定列挙されている教育委員会権限事項の中に、

条例上の開示等決定権限事項が含まれていないので、同権限は教育長に委任されて

いるとする解釈は、同権限事項に関しては認められない。というのは、同権限が

「いつの時点で」「いかなる理由で」「どのような手続を経て」明確に意思決定さ

れたのかが全く明らかでないからである。 

エ 「教育委員会教育長」を処分庁とした場合、不服申立手続は、教育委員会教育

長の上級行政庁である教育委員会への審査請求となる。条例において諮問機関と

して「情報公開・個人情報保護審査会」が設置され、行政不服審査法（昭和37年

法律第160号）における審査請求主義の手続をふまえ同審査会において一定の周

到な救済手続が保障されているにもかかわらず、実施機関・教育委員会における
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不服申立手続を異議申立てではなく審査請求とする積極的理由及びメリットは存

在しない。逆に、デメリットとして、審査請求人（市民）に不必要な手間（審査

請求書及び関係書証等につき、常に正本・副本の２部のコピーの提出が求められ

る。）をかけるだけである。同時に、審査庁・教育委員会にも同様の不必要な意

味のない事務の増加をもたらす。条例上の不服申立手続を審査請求とした場合、

さらに、審査庁・教育委員会の担当職員と処分庁・教育委員会教育長の担当職員

は同一の職員となるという不公正な事務処理となる。つまり、審査請求主義にお

ける第三者性が損なわれる。 

オ  処分庁・教育委員会教育長は、教育委員会へ審査請求できる旨を教示している

が、他方、審査請求を含む不服申立てに関する事務は教育委員会教育長へ委任さ

れていると主張している。とするならば、教育委員会へ審査請求できる旨という

教示は誤った教示となり、正しくは、教育委員会教育長へ審査請求できる旨の教

示となるのではないか。したがって、審査庁として表記はすべて教育委員会教育

長の名義とならなければならず、この点からも、本件審査請求手続は明白にして

重大な瑕疵が存在するといえる。 

カ 委任規則第２条（教育長に委任する事務）の第13号「争訟に関すること」の

「争訟」は「裁判事件」のみを意味する（総務課保坂係長からの回答文書）と解

釈し、「不服申立て」は「争訟」に含まれないとしているが、そのような解釈が、

自治体法務事務の基礎知識に照らして明白な誤りであることは多言を要さない。 

キ 本件審査請求は従来のように異議申立ての形で取り扱われるべきものであり、

よって、条例上の開示等決定権限を教育委員会教育長がもつとした解釈運用自体

が誤りだといえる。 

(2) 「非開示理由説明書（追加）」における実施機関の説明 

ア 平成16年度以前の開示決定及び不服申立て（異議申立て）の権限は教育委員会

に留保され、事務手続上の決裁は教育長として運用していた。 

イ 平成16年度以前の運用には、その根拠となる明確な規定がなかったことを市民局

市民情報室市民情報課（当時。現在は、市民活力推進局総務部市民情報室）から指

摘されたため、委任規則は変更せずに、運用を平成17年度から変更した。具体的に

は、開示決定の権限は教育長に委任し、事務手続上の決裁も教育長が行い、不服申

立て（教育委員会に対する審査請求）の決定権限は教育委員会に留保され、事務手

続上の決裁は教育長が行っていた。変更後の運用及び根拠となる規定についての説
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明は、次のとおりである。 

  教育委員会は、地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和31年法律第162

号。以下「法」という。）第26条第１項の「教育委員会は、教育委員会規則で定

めるところにより、その権限に属する事務の一部を教育長に委任し、又は教育長

をして臨時に代理させることができる。」との規定に基づき、委任規則を制定し

ている。委任規則第２条では、「教育委員会は次に掲げる事項・・・を除き、そ

の権限に属する教育事務を教育長に委任する。」と規定しており、情報公開事務

は列記された非委任事項に含まれていない。同条第13号「争訟に関すること」の

規定についても、「争訟」を裁判事件に関することと定義していたため、情報公

開事務は同条で定める非委任事項にはあたらないと解釈していた。そのため、情

報公開事務は、教育委員会から教育長に委任されており、教育長がその名におい

て同事務を行う権限を有すると解釈できるため、委任規則に基づき運用を変更し

た。 

  なお、教育委員会の権限に属する事務とは、主に法第23条各号に列記されたも

のをいうが、教育委員会が保有する行政文書に関する情報公開事務も法第23条第

19号に規定する「教育に関する事務」に該当し、法第26条第１項の規定に基づい

て、教育長へ委任することができるものと解釈できるため、開示決定の権限を教

育委員会から教育長へ委任していた。このとき、開示決定に係る不服申立ては、

教育委員会に対する審査請求となる。 

ウ 審査請求の決定権限者である教育委員会は、本来不服申立案件を教育委員会議

に諮るものであるが、実際は、上記のとおり、委任規則では、不服申立てに係る

事務も教育長に委任されると解釈していたため、事務手続上の決裁は教育長とし

て運用していた。したがって、この場合の開示決定及び審査請求の事務手続上の

決裁は同一となり、審査請求に係る決定としては、その判断に疑義が生じかねな

いため、平成18年度に向けて他都市を参考として委任規則及び運用の改正の検討

を行った。 

エ 平成18年４月12日に教育長に委任する事務等に関する規則の一部を改正する規

則（平成18年４月横浜市教育委員会規則第19号。以下「委任規則の一部を改正す

る規則」という。）を施行し、開示決定の権限は教育委員会とし、事務手続上の

決裁は教育長とした。不服申立ては、教育委員会に対する異議申立てとなり、開

示決定と同じく決定権限は教育委員会に留保され、事務手続上の決裁は教育長と
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した。運用の根拠については、改正後の委任規則第４条「第２条の規定にかかわ

らず、次の各号に掲げる事項は、教育長に専決させる。」の規定中、第６号及び

第７号において、開示決定等及び開示決定等に関する不服申立てに関することを

列記し、同事務を教育長に専決させる事務として規定している。 

６ 審査会の判断 

 (1)  本件申立文書について 

      平成17年６月23日の教育委員会臨時会の会議録には、本件請願に伴う意見陳述に

ついては特段の設定は必要ないものと考えると児童・生徒指導担当課長が説明した

旨の記録が認められる。本件申立文書は、この説明内容について小中学校教育課と

総務課の協議内容が記録されている文書である。 

（2） 本件申立文書の不存在について 

  ア  実施機関は、小中学校教育課と総務課は協議を行っておらず、本件申立文書は

 保有していないと主張しているため、当審査会では、平成18年６月28日に実施機

 関から事情聴取を行ったところ、次のとおり説明があった。 

(ｱ） 横浜市教育委員会請願書陳情書等取扱規則第２条及び第３条により、請願書

等の処理に関する事務手続は総務課が所管するものとされ、総務課は、請願書

等の受理手続及び教育委員会会議への受理報告を行っている。 

(ｲ) 一方、請願の取扱いについては、所管課で判断することであるため、本件請

願の所管課である小中学校教育課は総務課と協議を行っておらず、本件申立文

書は作成し、又は取得しておらず、保有していない。 

   イ  当審査会は、実施機関の説明を踏まえ、以下、検討する。 

    平成17年度に開催された教育委員会会議の会議録のいくつかを見分したところ、

請願の所管課長が「総務課と協議し、・・・請願者からの意見陳述は必要である

と思われる」と述べていることが認められる。このことから、総務課と請願の所

管課は、請願の取扱いについて協議を行う場合があるものと考えられる。 

     しかしながら、本件請願の説明内容が記録されている会議録には、総務課と小

 中学校教育課が協議した旨の記録は認められない。 

     当審査会は、本件申立文書の存在について確認するため、実施機関に関係文書

 を調査させたが、本件申立文書の存在を認めることはできず、存在を推認させる

 事情も認めることはできなかった。 

  
     したがって、本件請願の説明内容について小中学校教育課と総務課が協議を行
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 ったかどうかはともかく、本件申立文書を保有していないとする実施機関の説明

 に不合理な点を認めることはできなかった。 

 (3) 請求人の意見について 

     請求人は、教育長が行った本件処分について、権限のない者によって行われた違

法な処分である旨を主張するが、平成18年４月12日に委任規則の一部を改正する規

則が施行され、情報公開請求に対する開示決定等を教育委員会自らが行うことにな

ったことが認められる。 

 (4)  結論 

    以上のとおり、教育長が本件申立文書を存在しないとして非開示とした決定は、

  妥当である。 

 (第二部会） 

委員 金子正史、委員 池田陽子、委員 高見沢 実     
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《 参  考 》 

審  査  会  の  経  過 

年 月 日 審  査  の  経  過 

平成 1 8 年５月 1 1 日 ・実施機関から諮問書及び非開示理由説明書を受理 

平成 1 8 年５月 1 9 日 

（第22回第三部会） 

平成 1 8 年５月 2 4 日 

（第84回第二部会） 

平成 1 8 年５月 2 5 日 

（第85回第一部会） 

 

・諮問の報告 

 
 

平成 1 8 年６月 1 4 日 

（第85回第二部会） 
・審議 

平成 1 8 年６月 2 8 日 

（第86回第二部会） 

・実施機関から事情聴取 

・審議 

平成 1 8 年７月 1 2 日 

（第87回第二部会） 
・審議 

平成 1 8 年７月 2 6 日 

（第88回第二部会） 
・審議 

平 成 1 8 年 ８ 月 ９日 

（第89回第二部会） 
・審議 

平成 1 8 年９月 1 3 日 

（第91回第二部会） 
・審議 

平成 1 8 年９月 2 7 日 

（第92回第二部会） 
・審議 

平成１8年1 0月2 6日 

（第93回第二部会） 
・審議 

平成 1 8 年 1 1 月８日 

（第94回第二部会） 
・審議 

平成 1 8年 1 2月 1 2 日 ・実施機関から非開示理由説明書（追加）を受理 

平成 1 8年 1 2月 1 2 日 

（第96回第二部会） 
・審議 

平成 1 8年 1 2月 2 7 日 

（第97回第二部会） 
・審議 

平成 1 9 年１月 1 5 日 

（第98回第二部会） 
・審議 

平成 1 9 年１月 3 0 日 

（第99回第二部会） 
・審議 

 

 

－８－  


